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令和６年度介護保険制度改正について 

本荘由利広域市町村圏組合

資料５ 
令和 6年 7月 31日（水） 

居宅介護支援事業所等集団指導 
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運営基準等の経過措置終了について

介護保険最新情報 Vol.1174 令和５年１０月４日 

「令和５年度末で経過措置期間を終了する令和３年度介護報酬改定における改定事項について（依頼）」 
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介護保険最新情報 Vol.1225 令和６年３月 15 日  

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月１５日）」の送付について 

 

○ 管理者の責務  

問 184 管理者に求められる具体的な役割は何か。  

（答）  

・ 「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」（平成 11 年９月 17 日付け老企第 25 号）等の解釈通知におい

ては、管理者の責務を、介護保険法の基本理念を踏まえた利用者本位のサービス提供を行うため、現場で発生する事象を最前線で把握しなが

ら、職員及び業務の管理を一元的に行うとともに、職員に指定基準の規定を遵守させるために必要な指揮命令を行うこととしている。 具体

的には、「介護事業所・施設の管理者向けガイドライン」等を参考にされたい。  

 

≪参考≫ 「介護事業所・施設の管理者向けガイドライン」（抄） （令和元年度老人保健健康増進等事業「介護事業所・施設における管理者

業務のあり方とサービス提供マネジメントに関する調査研究」（一般社団法人シルバーサービス振興会）） 

 

第１章 第２節 管理者の役割  

１．管理者の位置づけ及び役割の重要性  

２．利用者との関係  

３．介護にともなう民法上の責任関係  

４．事業所・施設の考える介護職員のキャリアイメージの共有  

５．理念やビジョン、組織の方針や事業計画・目標の明確化及び職員への周知  

６．事業計画と予算書の策定  

７．経営視点から見た事業展開と、業績向上に向けたマネジメント  

８．記録・報告や面談等を通じた介護職員同士、管理者との情報共有 
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運営基準 

（ 掲 示 ） 

 第 22条  指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 者 は 、 指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所 の 見 や す い 場 所 に 、 運 営 規 程 の 概 要 、 介 護 支 援 

専 門 員 の 勤 務 の 体 制 そ の 他 の 利 用 申 込 者 の サ ― ビ ス の 選 択 に 資 す る と 認 め ら れ る 重 要 事 項を 掲 示 し な け れ ば な 

ら な い 。  

２  指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 者 は 、 重 要 事 項 を 記 載 し た 書 面 を 当 該 指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所 に 備 え 付 け 、 か つ 、 

こ れ を い つ で も 関 係 者 に 自 由 に 閲 覧 さ せ る こ と に よ り 、 前 項 の 規 定 に よ る 掲 示 に 代 え る こ と が で き る 。  

３  指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 者 は 、 原 則 と し て 、 重 要 事 項 を ウ ェ ブ サ イ ト に 掲 載 し な け れ ば な ら な い 。 

解釈通知 

（18） 掲示  

① 基準第 22 条第１項は、基準第４条の規定により居宅介護支援の提供開始時に運営規程の概要、介護支援専門員の勤務

の体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年

月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を

利用申込者及びその家族に対して説明を行った上で同意を得ることとしていることに加え、指定居宅介護支援事業所への

当該重要事項の掲示を義務づけることにより、サービス提供が開始された後、継続的にサービスが行われている段階におい

ても利用者の保護を図る趣旨である。また、基準第 22 条第３項は、指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項を

当該指定居宅介護支援事業者のウェブサイトに掲載することを規定したものであるが、ウェブサイトとは、法人のホームペ

ージ等又は介護サービス情報公表システムのことをいう。なお、指定居宅介護支援事業者は、重要事項の掲示及びウェブサ

イトへの掲載を行うにあたり、次に掲げる点に留意する必要がある。 

イ 事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの利用申込者、利用者又はその家族に対して見やすい

場所のことであること。 

ロ 介護支援専門員の勤務の体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人数を掲示する趣旨であり、介護支援専門

員の氏名まで掲示することを求めるものではないこと。 

ハ 介護保険法施行規則第 140 条の 44 各号に掲げる基準に該当する指定居宅介護支援事業所については、介護サービス

情報制度における報告義務の対象ではないことから、基準省令第 22 条第３項の規定によるウェブサイトへの掲載は行うこ
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とが望ましいこと。なお、ウェブサイトへの掲載を行わない場合も、同条第１項の規定による掲示は行う必要があるが、こ

れを同条第２項や基準省令第 31 条第１項の規定に基づく措置に代えることができること。  

② 基準第 22 条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利用申込者、利用者又はその家族等が自由に

閲覧可能な形で当該指定居宅介護支援事業所内に備え付けることで同条第１項の掲示に代えることができることを規定し

たものである。 

 

(21) 苦情処理  

④ なお、指定居宅介護支援事業者は、当該事業所における苦情を処理するために講ずる措置の概要について明らかにし、

相談窓口の連絡先、苦情処理の体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する文書に記載するとともに、事業所

に掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載するべきものである。なお、ウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、第２の３の

（18）の①に準ずるものとする。 
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運営基準 

 

（指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第 13 条 14 介護支援専門員は、第十三号に規定する実施状況の把握（以下「モニタリング」という。）に当たっては、利

用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるとこ

ろにより行わなければならない。 

イ 少なくとも一月に一回、利用者に面接すること。 

ロ イの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であっ

て、少なくとも二月に一回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、

テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができるものとする。 

（１）テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同意を得ていること。 

（２）サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

（ⅰ）利用者の心身の状況が安定していること。 

（ⅱ）利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 

（ⅲ）介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない情報について、担当者から提供

を受けること。 

ハ 少なくとも一月に一回、モニタリングの結果を記録すること。 

解釈通知 

 

⑮ モニタリングの実施（第 14 号）  

介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、居宅サービス計画の作成後においても、利用者及びその家族、主治の医師、

指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、当該指定居宅サービス事業者等の担当者との連携により、モ

ニタリングが行われている場合においても、特段の事情のない限り、少なくとも１月に１回は利用者と面接を行い、かつ、

少なくとも１月に１回はモニタリングの結果を記録することが必要である。また、面接は、原則、利用者の居宅を訪問する

ことにより行うこととする。 ただし、基準第 13 条第 14 号ロ⑴及び⑵の要件を満たしている場合であって、少なくとも２

月に１回利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等を活用して

面接を行うことができる。なお、テレビ電話装置等を活用して面接を行う場合においても、利用者の状況に変化が認められ
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た場合等においては、居宅を訪問することによる面接に切り替えることが適当である。また、テレビ電話装置等の活用に当

たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、

厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、以下のイからホに掲げる事項について留意する必要がある。  

イ 文書により利用者の同意を得る必要があり、その際には、利用者に対し、テレビ電話装置等による面接のメリット及び

デメリットを含め、具体的な実施方法（居宅への訪問は２月に１回であること等）を懇切丁寧に説明することが重要である。

なお、利用者の認知機能が低下している場合など、同意を得ることが困難と考えられる利用者については、後述のロの要件

の観点からも、テレビ電話装置等を活用した面接の対象者として想定されない。  

ロ 利用者の心身の状況が安定していることを確認するに当たっては、主治の医師等による医学的な観点からの意見や、以

下に例示する事項等も踏まえて、サービス担当者会議等において総合的に判断することが必要である。  

・ 介護者の状況の変化が無いこと。  

・ 住環境に変化が無いこと（住宅改修による手すり設置やトイレの改修等を含む）  

・ サービス（保険外サービスも含む）の利用状況に変更が無いこと  

ハ テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、利用者がテレビ電話装置等を介して、利用者の居宅において対

面で面接を行う場合と同程度の応対ができる必要がある。なお、テレビ電話装置等の操作については、必ずしも利用者自身

で行う必要はなく、家族等の介助者が操作を行うことは差し支えない。  

ニ テレビ電話装置等を活用して面接を行う場合、画面越しでは確認できない利用者の健康状態や住環境等の情報について

は、サービス事業所の担当者からの情報提供により補完する必要がある。この点について、サービス事業所の担当者の同意

を得るとともに、サービス事業所の担当者の過度な負担とならないよう、情報収集を依頼する項目や情報量については留意

が必要である。なお、サービス事業所の担当者に情報収集を依頼するに当たっては、別途通知する「情報連携シート」を参

考にされたい。  

ホ 主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得る方法としては、サービス担当者会議のほか、利用者の通院や訪問診療

への立会時における主治の医師への意見照会や、サービス事業所の担当者との日頃の連絡調整の際の意見照会も想定される
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が、いずれの場合においても、合意に至るまでの過程を記録しておくことが必要である。 

 また、「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接することができない場合を主とし

て指すものであり、介護支援専門員に起因する事情は含まれない。  

さらに、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容を記録しておくことが必要である。  

なお、基準第 29 条第２項の規定に基づき、モニタリングの結果の記録は、２年間保存しなければならない。 
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介護保険最新情報 Vol.1225 令和６年３月 15 日 

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15 日）」の送付について 

 

○ 高齢者虐待防止措置未実施減算について  

問 167 高齢者虐待が発生していない場合においても、虐待の発生又はその再発を防止するための全ての措置（委員会の開催、指針の整備、

研修の定期的な実施、担当者を置くこと）がなされていなければ減算の適用となるのか。  

（答） ・ 減算の適用となる。  

・ なお、全ての措置の一つでも講じられていなければ減算となることに留意すること。  

 

問 168 運営指導等で行政機関が把握した高齢者虐待防止措置が講じられていない事実が、発見した日の属する月より過去の場合、遡及して

当該減算を適用するのか。  

（答） 過去に遡及して当該減算を適用することはできず、発見した日の属する月が「事実が生じた月」となる。 
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運営基準 

（指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第十三条 2 の 2 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊

急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはな

らない。 

2 の 3 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。 

解釈通知 

（8）指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

③ 身体的拘束等の原則禁止や身体的拘束等を行う場合の記録（第２の２号及び第２の３号） 

基準第 13 条第２の２号及び第２の３号は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあっても、その態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。 ま

た、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこ

れらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容について記録しておくことが必要である。な

お、基準省令第 29 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存しなければならない。 
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運営基準 

（指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第 13 条 22 介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検

討し、当該計画に福祉用具貸与が必要な理由を記載するとともに、必要に応じて随時サービス担当者会議を開催し、継続し

て福祉用具貸与を受ける必要性について検証をした上で、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合にはその理由を

居宅サービス計画に記載しなければならない。 

23 介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、

当該計画に特定福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 

解釈通知 

（8）指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

㉔ 福祉用具貸与及び特定福祉用具販売の居宅サービス計画への反映（第 22 号・第 23 号）  

  福祉用具貸与及び特定福祉用具販売については、その特性と利用者の心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検討

せずに選定した場合、利用者の自立支援は大きく阻害されるおそれがあることから、検討の過程を別途記録する必要があ

る。  

  このため、介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売を位置付ける場合には、サービス

担当者会議を開催し、当該計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。  

  さらに、対象福祉用具を居宅サービス計画に位置づける場合には、福祉用具の適時適切な利用及び利用者の安全を確保す

る観点から、基準第 13 条第５号の規定に基づき、福祉用具貸与又は特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できるこ

とや、それぞれのメリット及びデメリット等、利用者の選択に資するよう、必要な情報を提供しなければならない。なお、

対象福祉用具の提案を行う際、利用者の心身の状況の確認に当たっては、利用者へのアセスメントの結果に加え、医師やリ

ハビリテーション専門職等からの意見聴取、退院・退所前カンファレンス又はサービス担当者会議等の結果を踏まえること

とし、医師の所見を取得する具体的な方法は、主治医意見書による方法のほか、診療情報提供書又は医師から所見を聴取す

る方法が考えられる。 

  なお、福祉用具貸与については、居宅サービス計画作成後必要に応じて随時サービス担当者会議を開催して、利用者が継

続して福祉用具貸与を受ける必要性について専門的意見を聴取するとともに検証し、継続して福祉用具貸与を受ける必要
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がある場合には、その理由を再び居宅サービス計画に記載しなければならない。なお、対象福祉用具の場合については、福

祉用具専門相談員によるモニタリングの結果も踏まえること。  

  また、福祉用具貸与については以下の項目について留意することとする。 

ア・イ・ウ（略） 

 

介護保険最新情報 Vol.1225 令和６年３月 15 日 

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15 日）」の送付について 

 

〇 貸与と販売の提案に係る利用者の選択に資する情報提供について  

問 101 福祉用具専門相談員又は介護支援専門員が提供する利用者の選択に当たって必要な情報とはどういったものが考えられるか。  

（答）  

利用者の選択に当たって必要な情報としては、  

・ 利用者の身体状況の変化の見通しに関する医師やリハビリテーション専門職等から聴取した意見  

・ サービス担当者会議等における多職種による協議の結果を踏まえた生活環境等の変化や福祉用具の利用期間に関する見通し  

・ 貸与と販売それぞれの利用者負担額の違い  

・ 長期利用が見込まれる場合は販売の方が利用者負担額を抑えられること  

・ 短期利用が見込まれる場合は適時適切な福祉用具に交換できる貸与が適していること  

・ 国が示している福祉用具の平均的な利用月数（※） 等が考えられる。  

 

※ 選択制の対象福祉用具の平均的な利用月数（出典：介護保険総合データベース）  

・ 固定用スロープ：１３.２ヶ月     ・ 単点杖      ：１４.６ヶ月 

・ 歩行器      ：１１.０ヶ月  ・ 多点杖     ：１４.３ヶ月 
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○ 福祉用具について  

問 112 選択制の対象福祉用具を居宅サービス計画又は介護予防サービス計画（以下「居宅サービス計画等」という。）に位置付ける場合、

主治医意見書や診療情報提供書に福祉用具に関する記載がない場合は、追加で医師に照会する必要があるか。  

（答）  

追加で医師に照会することが望ましいが、主治医意見書や診療情報提供書、アセスメント等の情報から利用者の心身の状況を適切に把握した

上で、貸与・販売の選択に必要な情報が得られているのであれば、必ずしも追加の照会は要しない。 

 

 

 

問 113 福祉用具貸与については、居宅サービス計画又は介護予防サービス計画（以下「居宅サービス計画等」という。）作成後、利用者が

継続して福祉用具貸与を受ける必要性について検証し、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合には、その理由を再び居宅サービス計

画等に記載しなければならないこととなっており、選択制の対象福祉用具の貸与を行った場合、福祉用具専門相談員が少なくとも６月以内に

モニタリングを行い、その結果を居宅サービス計画等を作成した指定居宅支援事業者等に報告することとされているが、居宅サービス計画等

の見直し又は継続理由の記載については福祉用具専門相談員のモニタリングと同様に６月以内に行う必要があるのか。  

（答）  

必ずしも６月以内に行う必要はないが、福祉用具専門相談員からモニタリングに関する情報提供があった後、速やかに居宅サービス計画等の

見直し又は継続理由の記載を行うこと。 
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介護保険最新情報 Vol.1237 令和６年３月 29 日 

介護サービス事業所・施設等における情報通信機器を活用した業務の実施に関する留意事項について 

 

第１ テレワークに関する基本的な考え方  

（１）管理者について  

介護事業所等の管理者は、個人情報の適切な管理を前提に、介護事業所等の管理上支障が生じない範囲内において、テレワークを行うこと

が可能である。また、当該管理者が複数の介護事業所等の管理者を兼務している場合にも、それぞれの管理に支障が生じない範囲内において、

テレワークを行うことが可能である。その際、利用者やその家族からの相談対応なども含め、利用者に対するサービスの提供や提供されるサ

ービスの質等に影響が生じないようにすること。 

 

第３ 利用者の処遇に支障が生じないこと等の具体的な考え方（管理者以外の従業者について） 

（７） 利用者の処遇に支障が生じない範囲の具体的な考え方（職種ごと） 

⑦ 介護支援専門員（居宅介護支援・介護予防支援）  

⑪ 保健師等・社会福祉士等・主任介護支援専門員等（地域包括支援センター）  

 

第４ 個人情報の適切な管理について  

（１） 利用者やその家族に関する情報を取り扱う際は、個人情報保護関係法令、「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」（平成 29 年４月 15 日（令和６年３月一部改正）個人情報保護委員会・厚生労働省）及び「医療情報システムの安全管理

に関するガイドライン 第 6.0 版（令和５年５月）」を参照し、特に個人情報の外部への漏洩防止や、外部からの不正アクセスの防止のための

措置を講ずること。  

（２） 上記に加えて、第三者が情報通信機器の画面を覗き込む、従業者・利用者との会話を聞き取るなどにより、利用者やその家族に関す

る情報が漏れることがないような環境でテレワークを行うこと。  

（３） 利用者やその家族に関する情報が記載された書面等を自宅等に持ち帰って作業する際にも、情報の取扱いに留意すること。 
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